
業務委託契約書


役務の名称　2026年度カナダ・米国市場調査型レップ業務

上記の役務について、委託者　一般社団法人札幌観光協会（以下「甲」という。）と、受託者　　　　　（以下「乙」という。）は、次のとおり契約を締結する。

１　契約金額　　　　金 　　　　　　　円
（うち消費税及び地方消費税の額　　　　円）
２　履行期間　　　　契約締結日から
2027年3月31日まで
３　契約保証金　　　免除する
４　その他の事項　　別紙条項のとおり






2026年  月　　日


				札幌市中央区北1条西2丁目
甲　　	一般社団法人札幌観光協会
				会　　長　　　 笹原　晶博

				
			乙　　 









































（総則）
第１条　甲及び乙は、契約書記載の役務の調達契約に関し、契約書に定めるもののほか、この契約に基づき、別添の業務仕様書に従いこれを履行しなければならない。
（秘密の保持）
第２条　乙は、役務の遂行上知り得た秘密を他人に漏らしてはならない。
（権利義務の譲渡等の禁止）
第３条　乙は、この契約によって生ずる権利若しくは義務を第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。
（再委託等の禁止）
第４条　乙は、役務の全部若しくは一部を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。ただし、役務の性質上特に甲がやむをえないと認めた場合は、この限りではない。
（監督等）
第５条　甲は、適正な役務の遂行を図るため、乙に対して常に状況に応じた監督を行い、契約の履行を確保するものとする。
２　乙は、前項の規定による甲の監督を受け、甲から役務改善命令等がなされた場合には、その補正等の措置をしなければならない。
（甲に対する損害賠償）
第６条　乙は、役務の遂行上において、乙の責に帰すべき事由により甲に損害を与えた場合には、甲の定めるところにより、その一切の損害を賠償しなければならない。
（第三者に対する損害賠償）
第７条　乙は、役務の遂行上において、乙の責に帰すべき事由により第三者に損害を与えた場合には、その一切の損害を賠償しなければならない。
（検査等）
第８条　乙は、役務を完了したときは、その旨を、書面をもって甲に通知しなければならない。
２　甲は、前項の規定による通知を受けたときは、その日から起算して10日以内（以下「検査期間」という。）に乙の立会のもとに役務内容の検査を行い、その結果を乙に通知するものとする。
３　乙は、第2項の検査に合格しないときは、甲の指示する期間内にこれを補正しなければならない。この場合の補正の完了の通知及び検査については、前2項の規定を準用する。
（契約金額の支払）
第９条　乙は、役務の成果について前条第2項の検査を受け、その結果当該検査に合格したときは、契約金額の支払を請求することができる。
２　甲は、前項の規定による請求があったときは、請求を受けた日を含む月の翌月末までに前項の契約金額を支払わなければならない。
３　乙の申し出により甲が分割払いを認めたときには、分割払いをすることができる。また、あらかじめ甲と乙の合意により、契約書に分割払いの期日及び金額を定めることで、甲は乙に対して分割で支払いをすることができる。
４　甲がその責に帰すべき事由により前条第2項の期間内に検査をしないときは、その期限を経過した日から検査をした日までの期間の日数は、第2項の期間（以下「約定期間」という。）の日数から差し引くものとする。この場合において、その遅延日数が約定期間の日数を超えるときは、約定期間は、遅延日数が約定期間の日数を超えた日において満了したものとみなす。
５　甲は、契約の履行に際して、役務の一部を履行しないものがある場合には、第1項の契約金額から役務の一部を履行しない割合に相当する金額を減額することができる。
６　甲は、乙が甲に損害を与えたときには、甲乙協議成立までの間、第1項の契約金額の支払を保留することができる。
（履行遅延の場合における違約金等）
第10条　乙の責に帰すべき事由により履行期間内に役務を完了することができない場合においては、甲は、違約金の支払を乙に請求することができる。
２　前項の違約金の額は、契約金額につき、遅延日数に応じ、1日当り1,000分の2の割合で計算した額とする。
３　契約により期日を定めて分割履行する場合は、第1項の違約金は、その分割量に応ずる契約金額を基準とする。ただし、全部の履行がなされなければ契約の目的が達せられないときは、この限りでない。
４　甲の責に帰すべき事由により、前条第2項の規定による契約金額の支払が遅れた場合において、乙は、支払い期限の翌日から起算し、遅延日数1日につき、未払額について年14.6パーセントの割合で計算した額の遅延利息の支払を甲に請求することができる。
（談合行為に対する措置）
第11条　乙は、この契約に係る入札に関して、次の各号の一に該当したときは、契約金額の10分の2に相当する額を甲に支払わなければならない。この契約による役務が完了した後においても、同様とする。
(1)　公正取引委員会が、乙に違反行為があったとして私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号。以下「独占禁止法」という。）第49条第1項に規定する排除措置命令(排除措置命令がされなかった場合にあっては、第50条第1項に規定する課徴金納付命令)又は第66条第4項の審決が確定したとき（同法第77条第1項の規定によるこの審決の取消しの訴えが提起されたときを除く。）。
(2)　乙が、公正取引委員会が乙に違反行為があったとして行った審決に対し、独占禁止法第77条第1項の規定による審決の取消しの訴えを提起し、その訴えについて請求棄却又は訴え却下の判決が確定したとき。
(3)　乙又は乙の役員若しくは乙の使用人が刑法（明治40年法律第45号）第96条の3の規定に該当し、刑が確定（執行猶予の場合を含む。）したとき。
(4)　前3号に規定するもののほか、乙又は乙の役員若しくは乙の使用人が独占禁止法又は刑法第96条の3の規定に該当する違法な行為をしたことが明らかになったとき。
２　前項に規定する場合においては、甲は、契約を解除することができる。
３　前2項の規定は、甲の乙に対する損害賠償請求を妨げるものではない。
（契約の解除）
第12条　甲は、乙が次の各号の一に該当すると認められる場合には、この契約を解除することができる。
(1)　乙が正当な事由なくして契約を履行しないとき。
(2)　乙の業務成績が著しく不良、または乙が受託者として不適当であると認めたとき。
(3)　乙が契約の締結または履行に当り不正な行為があったとき。
(4)　乙が契約の履行に当り正当な事由がなく、甲の検査または監督職員等の指示に従わないとき。
(5)　乙の故意または重大な過失により不正行為があったとき。
(6)　乙が仮差押、仮処分、強制執行、競売等の申請を受け又は滞納処分を受けたとき。
(7)　乙が破産、民事再生、会社整理又は会社更生の申立があったとき、又は清算を開始したとき。
(8)　前各号に掲げるもののほか契約条件に違反すると認められるとき。
２　前項により契約を解除された場合に乙に損害が生ずることがあっても、乙は、甲に対してその損害を請求することができない。
３　第1項により契約が解除された場合においては、甲は、契約金額の1,000分の10に相当する金額を違約金として請求することができる。
（従業員に対する責任）
第13条　乙は、業務に従事する従業員に対し、使用者として法律に規定されたすべての義務を負うとともに、妥当な労働条件及び賃金の確保に努めなければならない。
（合意管轄）
第14条　本契約から生ずる権利、義務に関し争いが生じたときは札幌地方裁判所を第一審の合意管轄裁判所とする。
（反社会的勢力の排除）
第15条　甲及び乙は、それぞれ相手方に対し、次の各号の事項を確約する。
(1)　自らが、暴力団、暴力団関係企業、総会屋もしくはこれらに準ずる者又はその構成員（以下総称して「反社会的勢力」という）ではないこと。
(2)　自らの役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう）が反社会的勢力ではないこと。
(3)　反社会的勢力に自己の名義を利用させ、この契約を締結するものでないこと。
(4)　この契約の有効期間内に、自ら又は第三者を利用して、次の行為をしないこと。
ア　相手方に対する脅迫的な言動又は暴力を用いる行為
イ　偽計又は威力を用いて相手方の業務を妨害し、または信用を毀損する行為
２　甲または乙の一方について、この契約の有効期間内に、次のいずれかに該当した場合には、その相手方は、何らの催告を要せずして、この契約を解除することができる。
(1)　前項(1)又は(2)の確約に反する申告をしたことが判明した場合
(2)　前項(3)の確約に反し契約をしたことが判明した場合
(3)　前項(4)の確約に反する行為をした場合
（その他）
第16条　この契約約款に定めのない事項及びこの契約に疑義が生じたときは、甲乙協議のうえ定めるものとする。


